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� 費用処理―直接費・間接費

１．全部原価計算による費用処理

全部原価計算は，（a）種々の構成要素を分析するため，原価対象の総原価（全部原価）の構成を計算

し，理解すること，（b）各原価対象の総原価をその販売価格と比較して損益を出し，その収益性を評価

すること，にある．

総原価は最終段階の全部原価であり，企業の営業循環の諸段階（仕入れ，在庫保管，製造など）と同

数の原価に分解される．

全部原価は適切な処理（賦課，配賦，繰入れなど）の結果として転記することが可能な費用全部から

成る．

全部原価計算は，原価に算入される費用を（a）直接費，（b）間接費に区別することに立脚している．

２．直接費・間接費

A．直接費

直接費は単一原価に固有の費用であり，中間計算を伴わず直ちに原価に賦課される．例えば，製品製

造のために消費される原材料，作業場で働くのみの労働者の賃金など．

B．間接費

間接費は複数の原価に関係する．

その処理では，製品または決定された原価対象の原価に算入される前の事前配賦が必要となる．例え

ば，賃借料，全社的な電力消費高，通話料など．

３．分析センター方式による間接費の配賦原則

A．分析センター

企業の操業は，間接費がその配賦と原価算入の前に統合され，綿密に検討される分析センターで区分

される．

この分析センターは，（a）企業の組織図どおりの作業センターと呼ばれる実際部門（作業場，店舗，

事務所など），（b）企業で果たされる経済機能に関連する名目上の部門（事務，人事管理，仕入れなど）

と一致する．

分析センターでは異種の間接費が集計されるが，同質で測定可能な操業によって特徴づけられなけれ

ばならない．

分析センターの操業は，物的測定単位（キログラム，時間など）あるいは通貨による測定単位で評価され

る．

その分類のために採り上げた基準との関連で，数種類の分析センターに区別される．

測定単位の種類に基づく分析センター

業務センター 組織センター

その操業が作業単位と呼ばれる物的測定単位で測定で

きる分析センター．大抵の場合，作業部門または職務

と一致する．

その操業が費用比率と呼ばれる通貨による測定単位で

測定される分析センター．通例，費用センター（事務，

金融など）である．
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使用目的に基づく分析センター

補助分析センター 主要分析センター

費用がその他の補助分析センターと主要分析センター，

またはそのどちらかに配賦される分析センター．

例えば，人事管理，資材管理，関連給付など．

費用が直接，製品原価に算入される分析センター．

例えば，仕入センター，製造センターなど．

（注）

（�）業務センターと組織センターの決定は各企業に固有のものである．

（�）組織センターとして『その他補�すべき費用』または『事務センター』を設定することができる．

これは決定された分析センターに配賦するのが妥当ではない間接費を統合するものである．このセ

ンターの費用は総原価に直接算入される．

B．間接費の配賦

� 原則

間接費の配賦計算は二重記入用の一覧表形式で提示される。つまり，
�
��
�	

行には → 配賦すべき種類別間接費を記入

列には → 補助・主要分析センターを記入

配賦作業は２段階に分けて行なわれる．

① 第１次配賦

・大抵の場合，百分率で表示される配賦基準によってそれぞれの間接費の額が補助・主要分析セ

ンターに配賦される．

・この第１次配賦により，各補助・主要分析センターの費用を計算することが可能となる．

② 第２次配賦

・主要分析センターに補助分析センターが配賦される．いくつかの補助分析センターが他のいく

つかの補助分析センターへ相互性なしに，もしくは相互的に給付を提供することもある．

・それぞれの主要分析センターの総費用は，第１次配賦の総額プラス補助分析センターから受け

た配賦額に等しい．

・第２次配賦が行われたらすぐに，主要分析センターに間接費総額が配賦される．補助分析セン

ターでは従ってゼロとなる．


 補助分析センターの内部振替

他のいくつかの補助分析センターに第２次配賦が関係する時，２つの状況が発生しうる．

階段振替（すなわち多段階振替） 相互的給付

ある計算段階で確認された各センターの費用が相互性

なしに次段階へ振替えられる．

補助分析センターは，間接費配賦表では提供される給

付の順に配列されなければならない．

補助分析センターが相互的に給付を提供し合う．

第２次配賦時に予備計算を行い，代数法によって各補

助分析センターへの配賦総額を決定する必要がある．

（注）相互的給付が２つ以上のセンターに関係することもある．従ってその振替方式は，給付を提供し

合うセンターと同数の方程式を内包していなければならない．
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【設例】

Dilune社から次のような間接費配賦表の摘要が提示されている．

計算要素
補助分析センター

資材管理 保守管理

第１次配賦

資材管理

保守管理

６０００

－

４０％

１８０００

１０％

－

配賦すべき総額 ？ ？

各補助分析センターへの配賦総額を決定せよ．

（�）各補助分析センターへの配賦総額

資材管理センター
への配賦総額

＝
第１次配賦後の資材
管理センターの総額

＋
保守管理センター
への配賦総額の４０％

保守管理センター
への配賦総額

＝
第１次配賦後の保守
管理センターの総額

＋
資材管理センター
への配賦総額の１０％

x＝資材管理センターへの配賦総額

y＝保守管理センターへの配賦総額
�
��
��

x＝６０００＋０．４０y

y＝１８０００＋０．１０x

このうち yの方程式に１０を乗じると，

１０y＝１８００００＋x

１０y＝１８００００＋６０００＋０．４０y

１０y＝１８６０００＋０．４０y

１０y－０．４０y＝１８６０００

９．６y＝１８６０００

従って，y＝１８６０００／９．６＝１９３７５

また，x＝６０００＋０．４０×１９３７５

従って，x＝１３７５０

ゆえに，資材管理センターへの配賦総額は１３７５０ であり，保守管理センターへの配賦総額は１９３７５

である．

C．間接費の原価算入

主要分析センターの費用は，そのセンターの操業についての物的測定単位あるいは通貨による測定単

位で製品原価または原価対象の原価に算入される．つまり，
�
��
��

業務センターについては作業単位による．

組織センターについては費用比率による．

物的測定単位数あるいは通貨による測定単位数は，そのセンターの費用と密接な相関がなければなら

ない．

� 単位費用率と費用比率の計算

分析センターの単位費用率または費用比率は，そのセンターの一期間における総費用と同一期間にお

いて示された測定単位数との比率の結果である．
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この計算は間接費配賦表で行なわれる．

単位費用率
主要分析センターの総費用

作業単位数

費用比率
主要分析センターの総費用

費用基準の価格

� 原価に算入すべき間接費の決定

この原価算入は，製品または原価対象によって消費された物的測定単位数あるいは通貨による測定単

位数に応じて行なわれる．

分析センターの費用のうち製品または原価対象のさまざまな原価階層に算入される配賦額は，以下の

計算から得られる．

業務センター

単位費用率

×
製品または原価対象によって消費された作業単位数

組織センター

費用比率

×
費用基準のうち製品または原価対象に関連した部分

D．概要図

全部原価計算による費用処理は以下のように図式化することができる．

原価に算入される

費用の使用目的

単一原価 複数の原価

直接費 間接費

賦課 ①配賦

分析センター

②原価算入

原価対象の全部原価
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４．分析センターによる計算法

分析センターによる計算をするには，以下の手順を踏むのが適当である．

① 選別
その費用が単一原価に関係するのか，それとも複数の原価に関係するのかを自問

することにより，直接費・間接費を選別する．

② 作成
（a）業務センターと組織センター，（b）補助分析センターと主要分析センターを区
別することにより，配賦基準を伴う間接費配賦表を作成する．

③ 実行 行ごとにその計算を照合することにより，第１次配賦を実行する．

④ 標定
どこがどこへ提供するのかを自問することにより，階段振替または相互的給付を

伴う補助分析センターを標定する．

必要があれば，提供するセンターと受取るセンターを突き止めることにより，相

互的給付を受けるセンターの総額を計算する．その方程式の解法の選択は場合に

応じて変わることがある．
⑤ 計算

⑥ 実行 第２次配賦を実行する．

⑦ 照合 補助分析センターの総額が配賦後にゼロとなることを照合する．

選択された作業単位の種目を振替える．

・物的測定単位 → 主要分析センター

・通貨による測定単位 → 組織センター
⑧ 振替

⑨ 明示 作業単位数または各主要分析センターの費用比率を明示する．

⑩ 決定 概数算法を遵守することにより，作業単位の単位原価または費用比率を決定する．

【設例】

子供向けのポプリン製シャツブラウスの製造を専門とする P’Tit Lou社から，間接費処理に役立つ

データが提供されている．

分析センターの構成は次のとおりである．

補助分析センター 主要分析センター

・人事管理

・保守管理

・動力

・仕入れ

・裁断

・縫合せ・仕上げ

・販売
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（�）原価に算入される費用の額

原価に算入される費用 金額

外部費用 ７４０００

人件費 １０６０００

減価償却・減損・引当金繰入額 ６２８００

（�）第１次配賦基準

外部費用

人事管理： １５

保守管理： ８

動力： ５

仕入れ： １７

裁断： ２０

縫合せ・仕上げ： １０

販売： ２５

人件費

人事管理： ２０

保守管理： ５

動力： ２０

仕入れ： １８

裁断： １０

縫合せ・仕上げ： １２

販売： １５

減価償却・減損・

引当金繰入額

人事管理： １５

保守管理： １０

動力： １５

仕入れ： １０

裁断： ２５

縫合せ・仕上げ： ２０

販売： ５

（�）第２次配賦基準

人事管理 保守管理 動力

保守管理： ２０

動力： １０

仕入れ： １０

裁断： ２０

縫合せ・仕上げ： ３０

販売： １０

人事管理： ５

動力： １０

仕入れ： ２０

裁断： ３０

縫合せ・仕上げ： ２０

販売： １５

仕入れ： １０

裁断： ４０

縫合せ・仕上げ： ３０

販売： ２０

（�）作業単位は下記のとおり．

・仕入センターについては購入された生地７２００㎡．

・裁断センターについては裁断された長さ３４０００反．

・縫合せ・仕上げセンターについては仕上げられたシャツブラウス８５００枚．

・販売センターについては税別売上高１００ユーロ換算．
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（�）注意事項は下記のとおり．

・人事管理センターと保守管理センターについては計算の端数を切捨ててユーロ単位にすること．

・単位費用率については端数を四捨五入して小数点以下２桁の数字にすること．

・売上高は３９３７００ である．

６月の間接費配賦表を作成せよ．

この２つの補助分析センター（人事管理センターと保守管理センター）は相互的に給付を提供し合っ

ている．

x＝人事管理センターへの配賦総額

y＝保守管理センターへの配賦総額
�
��
��

x＝４１７２０＋０．０５y

y＝１７５００＋０．２０x

このうち yの方程式に５を乗じると，

５y＝８７５００＋x

従って，y＝１２９２２０／４．９５＝２６１０５

x＝４１７２０＋０．０５×２６１０５＝４３０２５

間接費配賦表は次頁に示される．
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種
類
別
間
接
費

金
額

補
助
分
析
セ
ン
タ
ー

主
要
分
析
セ
ン
タ
ー

人
事
管
理

保
守
管
理

動
力

仕
入
れ

裁
断

縫
合
せ
・
仕
上
げ

販
売

第
１
次
配
賦

・
外
部
費
用

７４
００
０
．０
０

１１
１０
０
．０
０

５９
２０
．０
０

３７
００
．０
０

１２
５８
０
．０
０

１４
８０
０
．０
０

７４
００
．０
０

１８
５０
０
．０
０

・
人
件
費

１０
６０
００
．０
０

２１
２０
０
．０
０

５３
００
．０
０

２１
２０
０
．０
０

１９
０８
０
．０
０

１０
６０
０
．０
０

１２
７２
０
．０
０

１５
９０
０
．０
０

・
減価
償却
・減
損・
引当
金繰
入額

６２
８０
０
．０
０

９４
２０
．０
０

６２
８０
．０
０

９４
２０
．０
０

６２
８０
．０
０

１５
７０
０
．０
０

１２
５６
０
．０
０

３１
４０
．０
０

第
１
次
配
賦
総
額

２４
２８
００
．０
０

４１
７２
０
．０
０

１７
５０
０
．０
０

３４
３２
０
．０
０

３７
９４
０
．０
０

４１
１０
０
．０
０

３２
６８
０
．０
０

３７
５４
０
．０
０

第
２
次
配
賦

・
人
事
管
理

－
４３
０２
５
．０
０

８６
０５
．０
０

４３
０２
．５
０

４３
０２
．５
０

８６
０５
．０
０

１２
９０
７
．５
０

４３
０２
．５
０

・
保
守
管
理

１３
０５
．０
０

－
２６
１０
５
．０
０

２６
１０
．５
０

５２
２１
．０
０

７８
３１
．５
０

５２
２１
．０
０

３９
１６
．０
０

０
０

４１
２３
３
．０
０

・
動
力

０
－
４１
２３
３
．０
０

４１
２３
．３
０

１６
４９
３
．２
０

１２
３６
９
．９
０

８２
４６
．６
０

０

第
２
次
配
賦
総
額

５１
５８
６
．８
０

７４
０２
９
．７
０

６３
１７
８
．４
０

５４
００
５
．１
０

作
業
単
位

作
業
単
位
数

購
入
さ
れ
た
生
地

７２
００

m
２

裁
断
さ
れ
た
長
さ

３４
００
０
反

仕
上
げ
ら
れ
た

シ
ャ
ツ
ブ
ラ
ウ
ス

８５
００
枚

税
別
売
上
高

１０
０
換
算

３９
３７

単
位
費
用
率

７
．１
６

２
．１
８

７
．４
３

１３
．７
２
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� 間接費処理法に関する修正総括

１．与えられた条件

Milupa社から，自社の分析センターの明細が提示されている．

主要分析センター 補助分析センター

・人事管理

・建物管理

・関連給付

・作業場 A
・作業場 B
・作業場 C

６月末に以下のデータが提供されている．

（�）消耗品消費高

・作業場 A ： １２６５０

・作業場 B ： １７０７０

・作業場 C ： １７９９２

（�）用品消費高

・人事管理 ： ７０１４

・建物管理 ： ６１５３

・関連給付 ： ９４５２

・作業場 A ： ８５１０

・作業場 B ： １２７５０

・作業場 C ： １３２９４

（�）間接労務費

・人事管理 ： ６９５６

・建物管理 ： ６０６５

・関連給付 ： ６８５４

・作業場 A ： １０３００

・作業場 B ： １７６００

・作業場 C ： １３６００

（�）諸経費

・人事管理 ： ２１８４７

・建物管理 ： ２２０８２

・関連給付 ： ８５９８

・作業場 A ： ３３６５０

・作業場 B ： ３３４７０

・作業場 C ： ２８６７０

（�）減価償却額

・関連給付 ： ６０２９

・作業場 A ： ６６４０

・作業場 B ： ８６２１

・作業場 C ： ６８２１
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人事管理からは，建物管理に対して１０％，関連給付に対して１０％の割合で配賦され，その残額は各作

業場の間接労務費に応じて３作業場へ配賦される．

建物管理からは，作業場 Aに対して３０％，作業場 Bに対して４０％，作業場 Cに対して３０％の割合で配

賦される．

関連給付からは，人事管理に対して２０％，作業場 Aに対して４０％，作業場 Bに対して１５％，作業場 C

に対して２５％の割合で配賦される．

作業単位は下記のとおり．

・作業場 Aについては材料８０００キログラム．

・作業場 Bについては６０００労働時間．

・作業場 Cについては最終製品１４０００個

� 間接費の第１次・第２次配賦を実行せよ．

� 各主要分析センターの単位費用率を計算せよ．

２．解答例

� 補助分析センターへの配賦総額

（�）人事管理センターと関連給付センターへの配賦

x＝人事管理センターへの配賦総額

y＝関連給付センターへの配賦総額
�
��
��

x＝３５８１７＋０．２０y

y＝３０９３３＋０．１０x

このうち yの方程式に１０を乗じると，

１０y＝３０９３３０＋x

１０y＝３０９３３０＋３５８１７＋０．２０y

１０y＝１８６０００＋０．２０y

１０y－０．２０y＝３４５１４７

従って，y＝３４５１４７／９．８＝３５２１９．０８

また，x＝３５８１７＋０．２０×３５２１９．０８

従って，x＝４２８６０．８２

（	）人事管理センターから３作業場への配賦，すなわち配賦総額

４２８６０．８２－（４２８６．０８＋４２８６．０８）＝３４２８８．６６

・作業場 A :

３４２８８．６６×１０３

（１０３＋１７６＋１３６）
＝８５１０．２０

・作業場 B :

３４２８８．６６×１７６

４１５
＝１４５４１．７０

・作業場 C :

３４２８８．６６×１３６

４１５
＝１１２３６．７６

� 間接費配賦表

これは次頁に示される．
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種
類
別
間
接
費

金
額

補
助
分
析
セ
ン
タ
ー

主
要
分
析
セ
ン
タ
ー

人
事
管
理

建
物
管
理

関
連
給
付

作
業
場

A
作
業
場

B
作
業
場

C

第
１
次
配
賦

・
消
耗
品

４７
７１
２
．０
０

１２
６５
０
．０
０

１７
０７
０
．０
０

１７
９９
２
．０
０

・
用
品

５７
１７
３
．０
０

７０
１４
．０
０

６１
５３
．０
０

９４
５２
．０
０

８５
１０
．０
０

１２
７５
０
．０
０

１３
２９
４
．０
０

・
間
接
労
務
費

６１
３７
５
．０
０

６９
５６
．０
０

６０
６５
．０
０

６８
５４
．０
０

１０
３０
０
．０
０

１７
６０
０
．０
０

１３
６０
０
．０
０

・
諸
経
費

１４
８３
１７
．０
０

２１
８４
７
．０
０

２２
０８
２
．０
０

８５
９８
．０
０

３３
６５
０
．０
０

３３
４７
０
．０
０

２８
６７
０
．０
０

・
減
価
償
却
額

２８
１１
１
．０
０

６０
２９
．０
０

６６
４０
．０
０

８６
２１
．０
０

６８
２１
．０
０

第
１
次
配
賦
総
額

３４
２６
８８
．０
０

３５
８１
７
．０
０

３４
３０
０
．０
０

３０
９３
３
．０
０

７１
７５
０
．０
０

８９
５１
１
．０
０

８０
３７
７
．０
０

第
２
次
配
賦

・
人
事
管
理

－
４２
８６
０
．８
２

４２
８６
．０
８

４２
８６
．０
８

８５
１０
．２
０

１４
５４
１
．７
０

１１
２３
６
．７
６

・
建
物
管
理

－
３８
５８
６
．０
８

１１
５７
５
．８
２

１５
４３
４
．４
４

１１
５７
５
．８
２

・
関
連
給
付

７０
４３
．８
２

－
３５
２１
９
．０
８

１４
０８
７
．６
３

５２
８２
．８
６

８８
０４
．７
７

第
２
次
配
賦
総
額

３４
２６
８８
．０
０

０
０

０
１０
５９
２３
．６
５

１２
４７
７０
．０
０

１１
１９
９４
．３
５

作
業
単
位

作
業
単
位
数

単
位
費
用
率

キロ
グラ
ム

８０
００

１３
．２
４０
４

時
間

６０
００

２０
．７
９５

個

１４
００
０

７
．９
９９
５
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� 仕入原価

１．序

仕入原価または取得原価は企業の営業循環の第１段階に関連しており，全部原価の分類体系の前段階

に位置づけられる．

これらの原価は企業の組織，操業，要求に応じて，例えば材料別または商品別に，材料または商品の

品目別に，仕入先別に，注文別などに，所定の期間において決定することが可能である．

２．仕入れの種類
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

営業循環の一部を成す購入財の種類は企業形態のいかんによる．

商品：商事会社が購入し，そのままの状態で転売される財．

原材料：多少とも生成されており，製造業者によって購入され，加工されて売りに出される製品

に組込まれる財．

消耗品・用品：製造業者によって購入され，最初の使用時あるいはすぐに消費されるもので，製

品には組込まれず，その製造または販売に関与する財．

３．仕入原価の構成

仕入原価は，保管される商品，材料に対してその保管が行われる時までかかった費用の全てをいう．

仕入原価は，税別の購入価格から営業上の値下げと仕入割引を控除し，その存在する状態から入庫ま

で購入財を移送するのに投入されたその他の仕入費用の総計を加算した額から成る．

購入財の保管費は，その保管期間が結果として在庫価格の上昇を招く場合（例えばブドウ酒，蒸留酒

など）以外は除外されるのが通例である．

仕入原価

直接費 間接費

税別の正味購入価格

＋
その他の直接仕入費

（運送料，手数料，手

間賃など）

各仕入センターの単位

費用率または費用比率

×
作業単位数あるいは費

用の算定基礎のうち使

用された要素（各種の

仕入れについて）

恒常在庫への入庫の仕入原価

出庫される商品または材料・用品は，Ⅱで検討された方法によって評価される．

【設例】

Primgoût社から，６月に関する１００％有機栽培の赤ん坊向け調理済食品『ニンジン・ホウレンソウ・

サーモンのピューレ』の製品分析を委託されている（但し，全部原価計算による）．

この惣菜の製造はニンジン，ホウレンソウ，サーモン，レモン汁などの原料を必要とし，そして複数

の処理，すなわち（a）野菜の傷んだ部分を除いて洗う，（b）サーモンを小さく切り分ける，（c）野菜と魚を
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蒸す，（d）レモン汁を加える，（e）原料全部をミキサーにかける，から成る．

製造後，この惣菜は２００グラムの柔らかい包装袋で包装され，殺菌される．

当社の企業会計によって以下のデータが提供されている．

仕入れ

ニンジン：１ ０．５０ で１０００００kg
ホウレンソウ：１ ０．８０ で１５０００kg
サーモン：１ ９．００ で３３０００kg
レモン汁：２５㍑入り１缶３．００ で２００缶

包装袋：１０００袋３１．００ で８０００００袋

消費量

ニンジン：１０５０００kg
ホウレンソウ：１８０００kg
サーモン：３００００kg
レモン汁：４５００㍑

包装袋：測定中

製造量 ピューレ１５００００kg

売上 １袋２．２０ で７０００００袋

在庫目録

６月１日の在庫 ６月３０日の在庫

ニンジン： １ ０．５０ で１００００kg ５０００kg

ホウレンソウ： １ ０．７８ で３５００kg ５００kg

サーモン： １ ９．２０ で７０００kg １００００kg

レモン汁： １缶３．８０ で４０缶 ６０缶

空の包装袋： １０００袋３０．７０ で２５００００袋 ３５０００袋

包装された包装袋： ０．５２ の４５０００袋 ７５０００袋

仕掛品： ４０００ ８０００

出庫高は月末での加重平均原価で評価される．

間接費

費用 総額 仕入れ 製造 包装・殺菌 販売 一般管理

第２次配賦

作業単位の

種類

６１７１０ ４５００

原 材 料 の

キログラム数

２６５２６

製造された

ピューレの

キログラム数＊

７５００

包装・殺菌さ

れた包装袋

１９４０４

税別売上高

５００ 換算

３７８０

売上製品の

製 造 原 価

１００ 換算

＊１�＝１ とする．

直接費

仕入れ： ９．５０ の労働１６９時間

製造： １４．００ の労働５０７時間

包装・殺菌： ８．９０ の機械稼動３３８時間

仕入れに関する直接労務費は各原材料のキログラム数に応じて配賦されなければならない．
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� 分析センターの単位費用率を計算せよ．

� 各原材料の仕入原価を計算せよ．

� 各原材料の入庫高のみの継続記録棚卸しを提示せよ（端数を四捨五入して小数点以下２桁の数字に

せよ）．

（�）分析センターの単位費用率

間接費配賦表

費用 総額 仕入れ� 製造 包装・殺菌� 販売� 一般管理�

第２次配賦

作業単位の

種類

作業単位数

単位費用率

６１７１０ ４５００

原 材 料 の

キログラム数

１５３０００

０．０３

２６５２６

製造された

ピューレの

キログラム数

１５００００

０．１８

７５００

包装・殺菌さ

れた包装袋

７５００００

０．０１

１９４０４

税別売上高

５００ 換算

３０８０

６．３０

３７８０

売上製品の

製 造 原 価

１００ 換算

３７８０

１．００

� 仕入れの作業単位数：１０００００＋１５０００＋３３０００＋（２５�×２００缶）＝１５３０００
� 包装・殺菌の作業単位数：１５００００kg／０．２kg＝７５００００

� 販売の作業単位数：（７０００００袋×２．２０ ）／５００ ＝３０８０

� 一般管理の作業単位数：（７０００００袋×０．５４ ）／１００ ＝３７８０（包装袋の製造原価については７６頁を参照の

こと）

（�）原材料の仕入原価

計算要素 ニンジン ホウレンソウ サーモン レモン汁

購入価格 １０００００×０．５

＝５００００

１５０００×０．８

＝１２０００

３３０００×９

＝２９７０００

２００×３

＝６００

直接労務費� １０００００×０．０１

＝１０００

１５０００×０．０１

＝１５０

３３０００×０．０１

＝３３０

（２５×２００）×０．０１

＝５０

仕入センター １０００００×０．０３

＝３０００

１５０００×０．０３

＝４５０

３３０００×０．０３

＝９９０

（２５×２００）×０．０３

＝１５０

総額 ５４０００ １２６００ ２９８３２０ ８００

単位仕入原価 ０．５４ ０．８４ ９．０４ ４�

� 直接労務費配賦率：９．５０ ×１６９h＝１６０５．５０ ，従って，１６０５．５０／１５３０００＝０．０１
� １缶当り

（	）継続記録棚卸し『入庫高』

ニンジン 数量 単価 合計

月初在庫 １００００ ０．５０ ５０００

仕入れ １０００００ ０．５４ ５４０００

１１００００ ０．５４ ５９０００

ホウレンソウ 数量 単価 合計

月初在庫 ３５００ ０．７８ ２７３０

仕入れ １５０００ ０．８４ １２６００

１８５００ ０．８３ １５３３０
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サーモン 数量 単価 合計

月初在庫 ７０００ ９．２０ ６４４００

仕入れ ３３０００ ９．０４ ２９８３２０

４００００ ９．０７ ３６２７２０

レモン汁 数量 単価 合計

月初在庫 ４０ ３．８０ １５２

仕入れ ２００ ４．００ ８００

２４０ ３．９７ ９５２

空の包装袋 数量 単価＊ 合計

月初在庫 ２５００００ ０．０３ ７５００

仕入れ ８０００００ ０．０３ ２４０００

１０５００００ ０．０３ ３１５００

＊月初在庫：３０．７０ ／１０００袋＝０．０３，仕入れ：３１．００ ／１０００袋＝０．０３

（注）会計年度を通じて概数の誤差が確認されるが，その処理は XIで示される．

� 製造原価・仕掛品

１．序

製造原価は，財または用役の製造のために加工処理を行う企業にのみ関係がある．

これは営業循環の製造段階に関連するものであり，その構造は下記に応じた製造工程の複合性のいか

んによる．

製品製造の諸段階 製造形態

・半製品

新たな製造段階に投入されることになっている完成

品．原価計算や在庫管理の対象となる．

・仕掛品

未完成品．原価計算の対象となり，完成品原価に影

響を及ぼす．

・最終製品

販売できる状態にある製品．

・類似製品の製造

総費用が計算され，そのあと単位原価が計算される．

・受注生産

各製品が異なっており，製品別に原価計算される．

一期間中の種々の全部製造原価を認識することや当期間での原価の増減分析により，企業の内部経営

状況を評価し，その生産計画（内部生産，下請け，製造工程など）に関する意思決定を支援することが

可能となる．

２．製造原価の構成

製造原価は，財または用役を製造してそれが存在する状態と場所へ搬送するため，企業によって消費

された材料・用品の仕入原価と，計上されたその他の直接費・間接費の総計から成る．
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製造原価

直接費 間接費

消費された原材料・用

品（恒常在庫からの出

庫）の仕入原価

＋
使用された半製品の製

造原価

＋
その他の製造直接費

（手間賃など）

各製造センターの単位

費用率または費用比率

×
作業単位数あるいは費

用の算定基礎のうち各

財または用役について

使用された要素

恒常在庫への入庫の製造原価

３．仕掛品

各期間中に企業では，販売できる状態にある最終製品または最終用役の製造原価を計算しなければな

らない．ところが一部の製品または工事が期末に完成されていない場合がある．従って，当期の費用の

一部は仕掛品または仕掛工事に割当てられる．

最終製品の製造原価を認識するには当期の製造原価を，（a）期首仕掛品（吟味期間中に完成される），

（b）期末仕掛品（次期に完成されることになる）によって修正しなければならない．

期首仕掛品 当期の製造原価

期末仕掛品

最終製品の製造原価

当期に関する最終製品の製造原価＝当期の製造費＋期首仕掛品の製造原価－期末仕掛品の製造原価

仕掛品の評価は，（a）完成度に基づいて一切込みで，（b）詳細な原価カードを用いて実際に，（c）等値関

係，すなわち仕掛品 x＝完成品 yにより，（d）予定原価（標準原価）に基づいて，行なわれる．

【設例】

Primgoût社から，６月における『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の製造

に関する以下のデータが提供されている．

消費量

ニンジン：１０５０００

ホウレンソウ：１８０００

サーモン：３００００

レモン汁：４５００㍑

包装袋：７５００００個
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直接労務費と機械稼動時間

製造： １４．００ の５０７時間

包装・殺菌： ８．９０ の３３８時間

分析センター

製造センター 包装・殺菌センター

作業単位数： １５００００ ７５００００

単位費用率： ０．１８ ０．０１

製造量 ピューレ：１５００００

在庫目録

６月１日の在庫 ６月３０日の在庫

仕掛品： ４０００ ８０００

包装された包装袋： ０．５２ で４５０００袋 ７５０００袋

出庫高は月末での加重平均原価で評価される．

ニンジン 数量 単価 合計

月初在庫 １００００ ０．５０ ５０００

仕入れ １０００００ ０．５４ ５４０００

１１００００ ０．５４ ５９０００

ホウレンソウ 数量 単価 合計

月初在庫 ３５００ ０．７８ ２７３０

仕入れ １５０００ ０．８４ １２６００

１８５００ ０．８３ １５３３０

サーモン 数量 単価 合計

月初在庫 ７０００ ９．２０ ６４４００

仕入れ ３３０００ ９．０４ ２９８３２０

４００００ ９．０７ ３６２７２０

レモン汁 数量 単価 合計

月初在庫 ４０ ３．８０ １５２

仕入れ ２００ ４．００ ８００

２４０ ３．９７ ９５２

空の包装袋 数量 単価 合計

月初在庫 ２５００００ ０．０３ ７５００

仕入れ ８０００００ ０．０３ ２４０００

１０５００００ ０．０３ ３１５００
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� 材料と空の包装袋についての出庫高を評価せよ．

� 『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の製造原価を計算せよ．

� 『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の入庫高を評価せよ（端数を四捨五

入して小数点以下２桁の数字にせよ）．

（�）継続記録棚卸し『出庫高の評価』

ニンジン

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 １００００ ０．５０ ５０００ 出庫 １０５０００ ０．５４ ５６７００

仕入れ １０００００ ０．５４ ５４０００ 月末在庫 ５０００ ０．５４ ２７００

１１００００ ０．５４ ５９０００ １１００００ ０．５４ ５９４００

ホウレンソウ

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 ３５００ ０．７８ ２７３０ 出庫 １８０００ ０．８３ １４９４０

仕入れ １５０００ ０．８４ １２６００ 月末在庫 ５００ ０．８３ ４１５

１８５００ ０．８３ １５３３０ １８５００ ０．８３ １５３５５

サーモン

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 ７０００ ９．２０ ６４４００ 出庫 ３００００ ９．０７ ２７２１００

仕入れ ３３０００ ９．０４ ２９８３２０ 月末在庫 １００００ ９．０７ ９０７００

４００００ ９．０７ ３６２７２０ ４００００ ９．０７ ３６２８００

レモン汁

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 ４０ ３．８０ １５２．００ 出庫 １８０ ３．９７ ７１４．６０

仕入れ ２００ ４．００ ８００．００ 月末在庫 ６０ ３．９７ ２３８．２０

２４０ ３．９７ ９５２．００ ２４０ ３．９７ ９５２．８０

空の包装袋

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 ２５００００ ０．０３ ７５００ 出庫 ７５００００ ０．０３ ２２５００

仕入れ ８０００００ ０．０３ ２４０００ 月末在庫 ３０００００ ０．０３ ９０００

１０５００００ ０．０３ ３１５００ １０５００００ ０．０３ ３１５００

（�）製造原価

総製造原価

ニンジン： １０５０００×０．５４＝５６７００．００

ホウレンソウ： １８０００×０．８３＝１４９４０．００

サーモン： ３００００×９．０７＝２７２１００．００

レモン汁： １８０缶×３．９７＝７１４．６０

製造に関する直接労務費： ５０７h×１４．００＝７０９８．００
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包装と殺菌に関する機械稼動時間： ３３８h×８．９０＝３００８．２０

包装袋： ７５００００個×０．０３＝２２５００．００

製造センター： １５００００kg×０．１８＝２６５２６．００

包装・殺菌センター： ７５００００個×０．０１＝７５００．００

（＋）月初仕掛品： （＋）４０００．００

（－）月末仕掛品： （－）８０００．００

総製造原価： ４０７０８６．８０

『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用包装袋の製造原価

４０７０８６．８０／７５００００個＝０．５４

（�）継続記録棚卸し『製造原価』

包装された包装袋 数量 単価 合計

月初在庫 ４５０００ ０．５２ ２３４００．００

入庫 ７５００００ ０．５４ ４０７０８６．８０

７９５０００ ０．５４ ４３０４８６．８０

� 二次製品

１．概論

主要製品と呼ばれる特定の財の製造は二次製品を生み出す．二次製品は大抵の場合，製造原価計算に

影響する．

二次製品

仕損品 副産物

利用可能で廃棄物・廃品よりも価格の高い二次製品．

例えば，石油精製時の産出ガス，動物用の餌など．廃棄物 廃品

材料または製造の残留

物．

例えば，裁ち屑，おが

屑など．

必要とされる品質が備

わっていない製品．売却

されたり再生処理された

り廃棄されたりする．

例えば，欠陥部品，見た

目の傷など．

２．仕損品

仕損品は次の場合がありうる．

利用できず，

かつ

値打ちがない

従って，区別されるような費用が確認されない限り，原価や在庫品に

は何ら影響しない．この場合，その廃棄費または解体費は最終製品の

製造原価を増額する．

利用可能
企業によって売却されたり再生処理されたりする．その価格は主要製

品の製造原価に影響する．
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利用可能な仕損品の製造原価への影響は，その使用目的に応じて異なる．

売却される仕損品 再生処理される仕損品

・その販売収益は主要製品の製造原価を減額すること

になる．

・製造時に，この仕損品が生じる主要製品の製造原価

からその価格が差引かれる．

・その使用時に，この仕損品が組込まれる製品の製造

原価にその価格が加算される．

再使用される仕損品の価格は市場価格に基づいて，あるいは一切込みで決定され，販売費が差引かれ

る．

仕損品は在庫管理の対象となる．

（注）仕損品の販売収益は利益と見なすことができる．従って原価計算上の利益を増額することになる．

【設例】

５月における製品 Aの製造では下記のものを必要とした．

・１ ５３ の原材料８００kg

・１時間４８ の直接労働１５００時間

・間接費が１０６４０

製品 Aの製造では１ ４．５０ で売り出される廃棄物１２０kgが産出される．この廃棄物に関する販売

費は販売価格の３％である．

製品 Aの正味製造原価を計算せよ．

（�）製品 Aの製造原価

原材料費： ８００kg×５３．００＝４２４００．００

直接労務費： １５００h×４８．００＝７２０００．００

間接費： １０６４０．００

製造原価： １２５０４０．００

廃棄物の正味売上高： １２０kg×４．５０×（１－０．０３）＝（－）５２３．８０

製品 Aの正味製造原価： １２４５１６．２０

３．副産物

その数量的大きさによって副産物は，（a）廃棄物と同一視することができるので同一の処理を受ける，

（b）主要製品として処理することができ，原価・損益計算がある．その価格は，原則的には主要製品よ

りも低い．

（b）の場合には原価計算の段階で困難が生じる．つまり，各製品の原価計算をするため，結合原価を

どのように主要製品と副産物に配分すればよいのか？

複数の評価法が存在する．

A．販売価格に基づく一括原価計算

その原則は副産物の販売価格を起点として結合原価を決定することである．

副産物の販売価格

－副産物からの利益

－副産物の販売費

－副産物の補足的費用

＝副産物の結合原価
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総製造費用－副産物の結合原価

＝主要製品の製造原価

（注）副産物は処理の後に大きな価格を取得することがあるが，その場合には連産品となる．

【設例】

製品Mの製造では副産物 Pが産出される．その総製造共通費は，原材料費６８５４０ ，直接労務費

１８０００ ，間接費５００００ である．

この副産物は補足的処理の対象となり，それによって直接費３８５ ，直接労務費２７００ が配分される．

当期の製造量は，製品M５０００個，副産物 P６２００個である．Pの販売価格は１個２．４０ であり，その

利益と販売費は販売価格の３０％に相当する．

製品Mと副産物 Pの製造原価を計算せよ．

（�）副産物 Pの結合製造原価

販売価格： ６２００個×２．４０＝１４８８０

利益・販売費： １４８８０×３０％＝（－）４４６４

補足的費用： ３８５＋２７００＝（－）３０８５

副産物 Pの結合原価： ７３３１

（�）製品Mの製造原価

総製造共通費：６８５４０＋１８０００＋５００００＝１３６５４０

製品Mの製造原価：１３６５４０－７３３１＝１２９２０９

B．実際費用に基づく原価計算法

結合費用は下記に応じて配分される．

物的測定単位 売上高

その製品を同類の物的測定単位で数量化できる場合や

製品の持つ価値がかなり等しい場合．

製品の持つ価値が著しく異なる場合．

平均単位結合原価＝
総結合原価

製造個数の合計
売上高１ 当りの結合原価＝

総結合原価

製品の総売上高

各製品の結合原価

＝平均単位結合原価×各製品の物的単位数

各製品の結合原価

＝各製品の売上高×売上高１ 当りの結合原価

（注）二次製品の構成は使用される評価法のいかんによる．二次製品は，最終製品，費用補�，補足的

な営業収益として処理することができる．

【設例】

Perry社では２つの副産物 B，Cを発生させる製品 Aを製造している．

その結合製造原価は２１００００ で，製品 Aにつき１５０００キログラム，副産物 Bにつき９０００キログラム，副産物 C

につき１２０００キログラムである．

個別費は，製品 Aが３６０００ ，副産物 Bが２８０００ ，副産物 Cが３２０００ である．

これら A，B，Cの製造原価を計算せよ．

（�）平均単位原価

２１００００／（１５０００＋９０００＋１２０００）kg＝５．８３
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（�）A，B，Cの製造原価

製品 A 副産物 B 副産物 C

結合原価 ５．８３×１５０００kg＝８７４５０ ５．８３×９０００kg＝５２４７０ ５．８３×１２０００kg＝６９９６０

個別費 ３６０００ ２８０００ ３２０００

製造原価 １２３４５０ ８０４７０ １０１９６０

４．修正総括

A．与えられた条件

製品 Aの製造では製品 Bで再使用される廃棄物が産出され，製品 Bの製造では副産物 Cが産出され

る．

製品 Aに関する総費用は下記のとおりである．

・６２ の消費原材料（出庫高）１２００

・７２ の直接労務９７５時間

・製造センターでは５８ の機械稼動４３０時間

・なお，この廃棄物は原材料のうち製品 Aの製造に組込まれる数量の８％に相当し，１キログラム２ と見

積られる．

製品 Bと副産物 Cの製造では共通費，すなわち，原材料費９８２００ ，廃棄物……… ，労務費８３６００

，間接費３０１６０ が必要とされた．

副産物 Cは補足的費用１５８５０ を発生させている．この副産物の販売価格は３２ であり，利益と販売

費は，この販売価格の４０％に相当する．

当月の製造量は，製品 B３５００個，副産物 C５８００個である．

� 製品 Aの正味製造原価を計算せよ．

� 副産物 Cの結合製造原価を計算せよ．

� 製品 Bの製造原価を計算せよ．

B．解答例

� 製品 Aの正味製造原価

計算要素 数量 単価 金額

原材料費 １２００kg ６２ ７４４００

直接労務費 ９７５h ７２ ７０２００

製造センター ４３０h ５８ ２４９４０

１６９５４０

控除項目

廃棄物＊ ８９kg ２ １７８

製造原価 １６９３６２

＊１２００kg×８／（１００＋８）＝８９kg

� 副産物 Cの結合製造原価すなわち配分済結合原価

販売価格： ５８００個×３２＝１８５６００

利益・販売費： １８５６００×４０％＝（－）７４２４０

補足的費用： （－）１５８５０
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副産物 Cの結合原価： ９５５１０

� 製品 Bの製造原価

総製造費用：９８２００＋１７８＋８３６００＋３０１６０＝２１２１３８

製品 Bの製造原価：２１２１３８－９５５１０＝１１６６２８

� 製造外費用

１．序

製造外費用は営業循環の最後に位置づけられるもので，（a）販売費，（b）その他の製造外費用で構成さ

れる．

製造外費用

＝販売費＋その他の製造外費用

製造外費用は，販売される製品，商品，用役にのみ関係がある．

製造外費用は総原価にのみ算入されるもので，売上製品の製造原価または売上商品の仕入原価とは無

関係である．従って，在庫価額を全く修正しない．

２．販売費

販売費は販売機能（販売促進，販売の実行，受渡し，アフターサービスなど）に関連した直接費・間

接費の総計から成る．

販売機能の構造に応じて販売費は，（a）総括的に，（b）販売段階別に，（c）地域別に，（d）販売経路別に，

（e）注文別または製品別に，計算することができる．

以下のような構成要素に区別される．

販売費

直接費 間接費

製品受渡し用に消費さ

れた使い捨て包装

＋
その他の販売費（手間

賃，運送料，広告費，販

売スタッフの給与など）

各販売センターの単位

費用率または費用比率

×
作業単位数あるいは費

用の算定基礎のうち使

用された要素

販売される製品，用役または

商品の販売費

３．その他の製造外費用

その他の製造外費用は，主として組織上の分析センターで計上される全般的性格の間接費を統合する

ものである．
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組織センター

一般管理 財務管理 その他補�すべき費用

全社的な共通費．例えば，経営

本部，事務局長職に関する費用

など．

自己資本または他人資本の調査

関連費用．例えば，資金管理部

に関する費用など．

他の分析センターでは斟酌され

ない原価算入費用．例えば，資

産減損引当金，創業費償却に関

する費用など．

各センターの金額は費用の算定基礎によって関連原価に直接算入される．

（注）販売費の構成要素は，与えられた条件に従ってその他の製造外費用から分離することができる．

計算上２回は計上されないことをチェックせよ．

【設例】

Primgoût社から，６月における『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の販売

費に関する以下のデータが提供されている．

・販売センター

作業単位数：３０８０個（作業単位の種類＝税別売上高５００ 換算）

単位費用率：６．３０

・直接販売費は売主手数料から成る（売上高の３％）．

・一般管理センター

作業単位数：３７８０個（作業単位の種類＝売上製品の製造原価１００ 換算）

単位費用率：１

包装袋の売上数は７０００００袋で，包装袋の販売価格は２．２０ である．

『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の製造外費用を計算せよ．

（�）総販売費

直接費： ７０００００袋×２．２０×３％＝４６２００

間接費：

販売センター： ３０８０個×６．３０＝（＋）１９４０４

総販売費： ６５６０４

（�）包装袋の販売費

６５６０４／７０００００袋＝０．０９

（�）一般管理費

３７８０個×１ ＝３７８０

（�）総製造外費用

６５６０４＋３７８０＝６９３８４
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� 総原価と原価計算上の損益

１．総原価

A．序

製品，用役または商品の総原価は，販売費を含め，営業循環を通じてその最終段階まで負担される費

用の総計をいう．

総原価は，販売される製品，用役，商品にのみ関係があるもので，これらの全部原価にあたる．

B．構成

総原価の構成は企業の業務によって異なっている．

総原価

商事会社 製造業者

売上商品（恒常在庫からの出庫）の仕入原価

＋
販売費

＋
その他の製造外費用

売上製品（恒常在庫からの出庫）の製造原価

＋
販売費

＋
その他の製造外費用

総原価は，（a）販売価格の決定，（b）原価対象の販売価格との比較による原価計算上の損益の決定，に

寄与する．

２．原価計算上の損益

全部原価計算の主要な目的の一つは，原価対象（製品，用役，業務）別に原価計算上の損益を導出す

ることである．

企業では，対応する総原価と同様に原価計算上の損益を計算することができる．

原価対象の原価計算上の損益は，その販売価格と総原価の差額に等しい．

原価計算上の損益＝販売価格－総原価

原価計算上の損益を明らかにすれば，（a）製品または他のあらゆる原価対象の収益性の推移を評価す

ること，（b）最も利益になる製品の販売を促進すること，（c）必要な意思決定（販売価格の改定，営業条件

の改善など）をすること，が可能となる．

原価対象別の原価計算上の損益の代数和は原価計算上の総損益となる．この総損益は，定期的に企業

会計上の経常損益と比較して両者の一致をチェックしなければならない．

【設例】

Primgoût社から，６月における『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の製造

に関する以下のデータが提供されている．

・製造原価による入庫高の継続記録棚卸し
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包装・殺菌された包装袋 数量 単価 合計

月初在庫 ４５０００ ０．５２ ２３４００．００

入庫 ７５００００ ０．５４ ４０７０８６．８０

７９５０００ ０．５４ ４３０４８６．８０

・販売費： ６５６０４．００

・その他の製造外費用（一般管理費） ３７８０．００

・販売単価： ２．２０

・包装袋の売上数： ７０００００個

�『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の総原価を計算せよ．

�『ニンジン・ホウレンソウ・サーモンのピューレ』用の包装袋の原価計算上の損益を求めよ．

（�）継続記録棚卸し『出庫高の評価』

包装・殺菌された包装袋

計算要素 数量 単価 合計 計算要素 数量 単価 合計

月初在庫 ４５０００ ０．５２ ２３４００．００ 出庫 ７０００００ ０．５４ ３７８０００．００

入庫 ７５００００ ０．５４ ４０７０８６．８０ 月末在庫 ９５０００ ０．５４ ５１３００．００

７９５０００ ０．５４ ４３０４８６．８０ ７９５０００ ０．５４ ４２９３００．００

（�）総原価の計算

販売された包装袋の製造原価： ３７８０００．００

販売費： （＋）６５６０４．００

一般管理費： （＋）３７８０．００

総原価： （＝）４４７３８４．００

包装袋の単位原価：４４７３８４／７０００００個＝０．６４

（�）原価計算上の損益

販売単価： ２．２０

単位原価： ０．６４

包装袋の原価計算上の損益：２．２０－０．６４＝１．５６

原価計算上の総損益：１．５６×７０００００個＝１０９２０００

� 原価計算上の損益と帳簿損益の一致

１．原則

もう一度言うが，企業会計上の費用の種類と金額は，管理会計において原価に算入される費用と厳密

には同一でない（Ⅲを参照のこと）．

ところで，原価計算上の総損益を企業会計上の損益と定期的に照合することが必要不可欠である．そ

れは，（a）この２つの損益の一致をチェックするため，（b）管理会計のデータの正確さを検証するためで

ある．

この２つの損益の一致は，原価計算上の総損益を以下で示された帳簿処理差異で調整することによっ

て得られる．
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帳簿処理差異の種類

・材料合体差異

・減価償却・減損・引当金合体差異

・帰属費用合体差異

・企業会計上のその他の費用合体差異

・企業会計上の製品合体差異

・確認された棚卸差損

・原価・振替価格差異

原価計算上の総損益±帳簿処理差異＝原価計算上の営業損益＝企業会計上の損益

２．照合法

その目的は原価計算上の総損益を起点として，これに対する帳簿処理差異の影響を分析することによ

り，企業会計上の損益を検索することである．

原価に算入される費用を減少させる効果のある帳簿処理差異は原価計算上の損益を増加させるので，

原価計算上の損益からこれを控除して帳簿損益を検索しなければならない．

原価に算入される費用を増加させる効果のある帳簿処理差異は原価計算上の損益を減少させるので，

原価計算上の損益にこれを加算して帳簿損益を検索しなければならない．

以下の表では，施すべきいくつかの調整をまとめている．

計算要素
管理費に対する影響 原価計算上の損益に対する影響 原価計算上の総損益

の調整減少 増加 減少 増加

算入不能費用 －

帰属費用 ＋

棚卸差損

・余剰分 ＋

（実際在庫＞帳簿在庫）

・不足分 －

（実際在庫＜帳簿在庫）

原価に算入されない製品 ＋

不足分による概算差額 －

余剰分による概算差額 ＋

合計
＝

企業会計上の損益

【設例】

Obrieli社から以下のデータが提供されている．

帳簿純損益： １４０１５２

製品 Aに関する原価計算上の損益（利益）： １３６０００

製品 Bに関する原価計算上の損益（損失）： １４８００

帰属費用： ２５０００
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算入不能費用繰入額： １２０００

原材料棚卸差損：

・実際在庫： ４７００

・帳簿在庫： ５０００

最終製品棚卸差損：

・実際在庫： １５６００

・帳簿在庫： １５０００

臨時収益： ６０００

不足分による概算差額： ３４８

２つの損益の一致をチェックせよ．

（�）原価計算上の営業損益

計算要素 プラス（＋） マイナス（－）

原価計算上の総損益（１３６０００－１４８００） １２１２００

算入不能費用繰入額 １２０００

帰属費用 ２５０００

棚卸差損

・原材料（不足分） ３００

・最終製品（余剰分） ６００

臨時収益 ６０００

不足分による概算差額 ３４８

合計 １５２８００ １２６４８

原価計算上の営業損益 １４０１５２

原価計算上の営業損益が企業会計上の純損益と同額であることが確認される．

La suite au prochain numéro.
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